
１ 救急医療部門と周産期医療部門等の連携強化

２ 周産期医療対策事業の見直し

３ 救急医療・周産期医療に対する財政支援とドクターフィー

・ 周産期母子医療センターについて、診療実績を客観的に評価する仕組みを検討

・ 救命救急センターや二次救急医療機関の妊産婦の受入れを推進するための支援

４ 地域におけるネットワーク

・ 周産期母子医療センター等から状態の安定した妊産婦・新生児の搬送元医療機関等への搬送（戻り搬送）の促進

５ 医療機関等におけるリソース維持・増強

・ 新生児集中治療室（ＮＩＣＵ）について、地域の実情に応じた整備と支援（出生１万人対２５～３０床を目標）

・ 新生児回復期治療室（ＧＣＵ）や一般小児病床等について、手厚い看護職員配置など対応能力の強化

・ 重症心身障害児施設等の後方病床や短期入所病床の整備と支援

・ 人的リソースの維持・増強（適切に処遇するための医師への手当等に対する支援）

６ 救急患者搬送体制の整備

・ 重症患者に対応する医療機関を定めるなど、地域において、救急患者の病態に応じた搬送・受入ルールを作成

・ 新生児の施設間搬送を担う医師等の活動への支援

７ 搬送コーディネーター配置等による救急医療情報システムの整備

・ 空床情報の入力等を担当する医師事務作業補助者の充実

８ 地域住民の理解と協力の確保

９ 対策の効果の検証と改良サイクルの構築

平成２１年３月４日
厚生労働省医政局指導課

「周産期医療と救急医療の確保と連携に関する懇談会」報告書の概要
～周産期救急医療における「安心」と「安全」の確保に向けて～

27


